
【令和３年度第５回戸田市国民健康保険運営協議会議事報告について】 

 

【開催日】令和３年１１月１７日（水） 

※全委員の意見に対する承認を集約した日を以って開催日とする。 

 

【開催方法】書面開催 

 

【出席委員】１５名（回答書により返信） 

 

【公開方法】戸田市ホームページにて報告内容を議事録として公開 

 

【議事案件】 

（１）令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算(第１号)（案）に

ついて 

 

（２）戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）について 

 

（３）戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 

 

 

 

 

 

 

 



令和３年度第５回戸田市国民健康保険運営協議会の議事案件３件は、すべてが１２月

市議会へ上程する議案であり、この内容について、事前にご説明、ご報告させていただ

くものである。 

 

（１）令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算(第１号)（案）について 

補正予算（第１号）（案）概要（資料１参照） 

【補正予算の内容は国民健康保険事業費納付金の確定によるものです】 

 令和３年度当初予算作成時点では、県から示された試算に基づき、国民健康

保険事業費納付金を予算計上しておりましたが、その後の県による本算定によ

り、納付金額が確定されたことから、当該予算を補正するものである。 

 戸田市では、これまでも今回同様に１２月補正予算で事業費納付金の補正予

算の対応を行っているところであり、埼玉県内の多くの市町村でも同様の対応

を要する。 

ご意見等はございませんでした。 

 

（２）戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）について 

戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）概要（資料２参照） 

【国の法令改正に伴い、出産育児一時金支給サービスの維持継続のため、全国

の市町村で同様に実施する条例改正です】 

戸田市の国民健康保険に加入している方が出産した場合は、その方の属する

世帯主に出産育児一時金として、「戸田市国民健康保険条例」に定める 404,000

円を支給し、さらに、「戸田市国民健康保険に関する規則第 11 条の３」に定め

る、産科医療補償制度の掛金 16,000 円を加算して、420,000 円が支給される。

ただし、産科医療補償制度に加入していない分娩医療機関で出産した場合は、

404,000円が支給される。 

 この度、産科医療保障制度掛金が１万６千円から１万２千円に引き下げられ、

国の社会保障審議会においては少子化対策の重要性に鑑み、出産育児一時金等

の支給総額については４２万円を維持すべきとされた。これを踏まえ健康保険

法施行令が一部改正されたことに伴い、当該条例で定める出産育児一時金を改

正するものである。こうしたことから、戸田市国民健康保険条例の一部を改正す

る条例（案）を提案するものである。 

ご意見等はございませんでした。 

 



（３）戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 

戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）概要（資料３参照） 

【戸田市国民健康保険運営協議会からの答申どおりの内容で、戸田市国民健康

保険税条例の改正を図るものです】 

国民健康保険の財政赤字解消を目指し、医療分均等割について、令和 4年度、令

和 5年度の 2ヵ年かけて、合計 11,800円の引上げを行うこととし、戸田市国民

健康保険税条例の一部を改正する条例（案）を提案するものである。 

 なお、令和４年度あわせて実施予定の「未就学児の均等割軽減措置」につきま

しては、国からの通知発出スケジュールにより、次回３月議会への上程予定であ

る。 

ご意見等はございませんでした。 

 

 



議事案件１ 令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算(第１号)（案）について 
 

 
 
 
資料１ 

補正予算（第１号）（案）について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

 

令和３年度戸田市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５１，４４２千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，７０５，１９４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

(案）













資料１　補正予算書（案）



令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

 

令和３年度戸田市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５１，４４２千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，７０５，１９４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

(案）













議事案件２ 戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）について 

 

 

 

 

資料２ 

戸田市国民健康保険条例の一部を

改正する条例（案）について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 

戸田市国民健康保険条例（昭和３９年条例第２７号）の一部を次のように改

正する。 

第６条第１項中「４０４,０００円」を「４０８,０００円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第６条第１項の規定は、施行日以後の出産に係る出産育児一時金

について適用し、施行日前の出産に係る出産育児一時金については、なお従

前の例による。 
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戸田市国民健康保険条例新旧対照表（案） 

 

健康福祉部保険年金課 

改正前 改正後(案） 

第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 

（出産育児一時金） （出産育児一時金） 

第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯

の世帯主に対し、出産育児一時金として産児１人について

４０４,０００円を支給する。ただし、健康保険法施行令（大正

１５年勅令第２４３号）第３６条各号のいずれにも該当すると

市長が認めるときは、４０４,０００円に３０,０００円を超え

ない範囲内で規則で定める額を加算した額を支給する。 

第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯

の世帯主に対し、出産育児一時金として産児１人について

４０８,０００円を支給する。ただし、健康保険法施行令（大正

１５年勅令第２４３号）第３６条各号のいずれにも該当すると

市長が認めるときは、４０８,０００円に３０,０００円を超え

ない範囲内で規則で定める額を加算した額を支給する。 

２ （略） ２ （略） 

第７条～第１６条 （略） 第７条～第１６条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

    附 則 

 （施行期日） 

 １ この条例は、令和４年１月１日（以下「施行日」という。）

から施行する。 

  （経過措置） 

 ２ 改正後の第６条第１項の規定は、施行日以後の出産に係る出

産育児一時金について適用し、施行日前の出産に係る出産育児
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改正前 改正後(案） 

一時金については、なお従前の例による。 

 



議事案件３ 戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 

 

 

 

 

資料３ 

戸田市国民健康保険税条例の一部

を改正する条例（案）について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案） 

(戸田市国民健康保険税条例の一部改正) 

第１条 戸田市国民健康保険税条例（昭和３８年条例第３８号）の一部を次の

ように改正する。 

第４条中「２０，０００円」を「２５，９００円」に改める。 

第２１条第１号ア中「１４，０００円」を「１８，１３０円」に改め、同

条第２号ア中「１０，０００円」を「１２，９５０円」に改め、同条第３号

ア中「４，０００円」を「５，１８０円」に改める。 

第２条 戸田市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 

第４条中「２５，９００円」を「３１，８００円」に改める。 

第２１条第１号ア中「１８，１３０円」を「２２，２６０円」に改め、同

条第２号ア中「１２，９５０円」を「１５，９００円」に改め、同条第３号

ア中「５，１８０円」を「６，３６０円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の規定は令和５

年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 第１条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和４

年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和５

年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国

民健康保険税については、なお従前の例による。 
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戸田市国民健康保険税条例（第１条関係）新旧対照表（案） 

 

健康福祉部保険年金課  

改正前 改正後(案） 

第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ

いて２０,０００円とする。 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ

いて２５,９００円とする。 

第５条～第２０条 （略） 第５条～第２０条 （略） 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義

務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文

の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３

項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、

１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超

える場合には、１７万円）の合算額とする。 

第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義

務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文

の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３

項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、

１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超

える場合には、１７万円）の合算額とする。 

(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す
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改正前 改正後(案） 

る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条

第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、

当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す

るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前

年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給

与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除

を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５

万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）

の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７

０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第

３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に

規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未

満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超

える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金

等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給

与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお

いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯

に係る納税義務者 

る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条

第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、

当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す

るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前

年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給

与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除

を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５

万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）

の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７

０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第

３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に

規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未

満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超

える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金

等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給

与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお

いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯

に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保 ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保
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改正前 改正後(案） 

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて１４，０００円 

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて１８，１３０円 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 

(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税

義務者（前号に該当する者を除く。） 

(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税

義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて１０，０００円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて１２，９５０円 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 

(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万

円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号

(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万

円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号



4 
 

改正前 改正後(案） 

に該当する者を除く。） に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて４，０００円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて５，１８０円 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 

第２２条～第２６条 （略） 第２２条～第２６条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 
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戸田市国民健康保険税条例（第２条関係）新旧対照表（案） 

改正前 改正後(案） 

第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ

いて２５,９００円とする。 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ

いて３１,８００円とする。 

第５条～第２０条 （略） 第５条～第２０条 （略） 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義

務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文

の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３

項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、

１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超

える場合には、１７万円）の合算額とする。 

第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義

務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文

の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３

項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、

１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超

える場合には、１７万円）の合算額とする。 

(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条

第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、

当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す

(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条

第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、

当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す
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改正前 改正後(案） 

るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前

年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給

与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除

を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５

万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）

の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７

０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第

３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に

規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未

満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超

える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金

等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給

与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお

いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯

に係る納税義務者 

るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前

年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給

与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除

を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５

万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）

の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７

０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第

３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に

規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未

満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超

える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金

等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給

与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお

いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯

に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて１８，１３０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて２２，２６０円 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 
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改正前 改正後(案） 

(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税

義務者（前号に該当する者を除く。） 

(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税

義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて１２，９５０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて１５,９００円 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 

(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万

円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号

に該当する者を除く。） 

(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す

る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万

円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号

に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ
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改正前 改正後(案） 

いて５，１８０円 いて６，３６０円 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 

第２２条～第２６条 （略） 第２２条～第２６条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

 附 則 

 （施行期日） 

 １ この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の

規定は令和５年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

 ２ 第１条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規

定は、令和４年度分の国民健康保険税について適用し、令和３

年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 ３ 第２条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規

定は、令和５年度以後の年度分の国民健康保険税について適用

し、令和４年度分までの国民健康保険税については、なお従前

の例による。 

 





資料１　補正予算書（案）







令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）


 


令和３年度戸田市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 


（歳入歳出予算の補正） 


第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５１，４４２千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，７０５，１９４千円とする。 


２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 


(案）

























		000_00一般会計・特別会計補正予算書表紙（R3.12月補正）

		空白ページ



		000R03-12月補正_目次

		空白ページ



		001_02議案書（一般）

		002-004　01第1表

		005-008　02-04表

		009-010　05歳入歳出事項別明細

		011-015　06歳入事項別明細

		016-087　07歳出事項別明細

		088給与費明細書（総括）一般

		089 給与費明細書（総括）一般

		090給与費明細書（総括）一般

		091給与費明細書（総括）一般

		092 R3.12補正給与費明細書（人事課作成分）

		093 R3.12補正給与費明細書（人事課作成分）

		094 R3.12補正給与費明細書（人事課作成分）

		095R3.12補正給与費明細書（人事課作成分）

		096 継続費調書（一般）

		097-099債務負担調書（一般）

		100 地方債調書（一般）

		空白ページ



		101 R03-12月補正_議案書（国保）

		102国保1 第1表

		103国保2 歳入歳出事項別明細

		104国保3 歳入事項別明細

		105-106国保4 歳出事項別明細

		107 R03-12月補正_議案書（医療）

		108医療1 第1表

		109医療1-2 2表

		110医療2 歳入歳出事項別明細

		111医療3 歳入事項別明細

		112-114医療4 歳出事項別明細

		115医療5 給与費明細書（アのみなので総括だけ）

		116医療6 給与費明細書（人事課作成分）

		117医療7 債務負担調書

		空白ページ



		119 R03-12月補正_議案書（交通）

		120交災1 第1表

		121交災2 歳入歳出事項別明細

		122交災3 歳入事項別明細

		123交災4 歳出事項別明細

		空白ページ



		125 1 R03-12月補正_議案書（海外）

		126海外1 第1表

		127海外2 歳入歳出事項別明細

		128海外3 歳入事項別明細

		129海外4 歳出事項別明細

		130海外５ 給与費明細

		131 R03-12月補正_議案書（火災）

		132火災1 第1表

		133火災2 歳入歳出事項別明細

		134火災3 歳入事項別明細

		135火災4 歳出事項別明細

		空白ページ



		137 R03-12月補正_議案書（新一）

		138新一1 第1表

		139新一1-2 2-4表

		140新一2 歳入歳出事項別明細

		141新一3 歳入事項別明細

		142-144新一4 歳出事項別明細

		145新一5 給与費明細書（アのみなので総括だけ）

		146新一6 給与費明細書（人事課作成分）

		147新一7 債務負担調書

		148新一8 地方債調書

		149 R03-12月補正_議案書（介護）

		150介護1 第1表

		151介護2 歳入歳出事項別明細

		152-153介護3 歳入事項別明細

		154-155介護4 歳出事項別明細

		空白ページ



		157 R03-12月補正_議案書（在介）

		158在介1 第1表

		159在介2 歳入歳出事項別明細

		160在介3 歳入事項別明細

		161-165在介4 歳出事項別明細

		166在介5 給与費明細書（アのみなので総括だけ）

		167在介6 給与費明細書（人事課作成分）










議事案件１ 令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算(第１号)（案）について 
 


 
 
 
資料１ 


補正予算（第１号）（案）について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 











令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）


 


令和３年度戸田市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 


（歳入歳出予算の補正） 


第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５１，４４２千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，７０５，１９４千円とする。 


２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 


(案）




























議事案件２ 戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）について 


 


 


 


 


資料２ 


戸田市国民健康保険条例の一部を


改正する条例（案）について 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 


戸田市国民健康保険条例（昭和３９年条例第２７号）の一部を次のように改


正する。 


第６条第１項中「４０４,０００円」を「４０８,０００円」に改める。 


附 則 


 （施行期日） 


１ この条例は、令和４年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 


 （経過措置） 


２ 改正後の第６条第１項の規定は、施行日以後の出産に係る出産育児一時金


について適用し、施行日前の出産に係る出産育児一時金については、なお従


前の例による。 
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戸田市国民健康保険条例新旧対照表（案） 


 


健康福祉部保険年金課 


改正前 改正後(案） 


第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 


（出産育児一時金） （出産育児一時金） 


第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯


の世帯主に対し、出産育児一時金として産児１人について


４０４,０００円を支給する。ただし、健康保険法施行令（大正


１５年勅令第２４３号）第３６条各号のいずれにも該当すると


市長が認めるときは、４０４,０００円に３０,０００円を超え


ない範囲内で規則で定める額を加算した額を支給する。 


第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯


の世帯主に対し、出産育児一時金として産児１人について


４０８,０００円を支給する。ただし、健康保険法施行令（大正


１５年勅令第２４３号）第３６条各号のいずれにも該当すると


市長が認めるときは、４０８,０００円に３０,０００円を超え


ない範囲内で規則で定める額を加算した額を支給する。 


２ （略） ２ （略） 


第７条～第１６条 （略） 第７条～第１６条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 


    附 則 


 （施行期日） 


 １ この条例は、令和４年１月１日（以下「施行日」という。）


から施行する。 


  （経過措置） 


 ２ 改正後の第６条第１項の規定は、施行日以後の出産に係る出


産育児一時金について適用し、施行日前の出産に係る出産育児
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改正前 改正後(案） 


一時金については、なお従前の例による。 


 







議事案件３ 戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 


 


 


 


 


資料３ 


戸田市国民健康保険税条例の一部


を改正する条例（案）について 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案） 


(戸田市国民健康保険税条例の一部改正) 


第１条 戸田市国民健康保険税条例（昭和３８年条例第３８号）の一部を次の


ように改正する。 


第４条中「２０，０００円」を「２５，９００円」に改める。 


第２１条第１号ア中「１４，０００円」を「１８，１３０円」に改め、同


条第２号ア中「１０，０００円」を「１２，９５０円」に改め、同条第３号


ア中「４，０００円」を「５，１８０円」に改める。 


第２条 戸田市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 


第４条中「２５，９００円」を「３１，８００円」に改める。 


第２１条第１号ア中「１８，１３０円」を「２２，２６０円」に改め、同


条第２号ア中「１２，９５０円」を「１５，９００円」に改め、同条第３号


ア中「５，１８０円」を「６，３６０円」に改める。 


附 則 


（施行期日） 


１ この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の規定は令和５


年４月１日から施行する。 


（適用区分） 


２ 第１条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和４


年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保険


税については、なお従前の例による。 


３ 第２条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和５


年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国


民健康保険税については、なお従前の例による。 
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戸田市国民健康保険税条例（第１条関係）新旧対照表（案） 


 


健康福祉部保険年金課  


改正前 改正後(案） 


第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 


（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて２０,０００円とする。 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて２５,９００円とする。 


第５条～第２０条 （略） 第５条～第２０条 （略） 


（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す
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改正前 改正後(案） 


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保 ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保
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改正前 改正後(案） 


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１４，０００円 


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１８，１３０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１０，０００円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１２，９５０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号
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改正前 改正後(案） 


に該当する者を除く。） に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて４，０００円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて５，１８０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


第２２条～第２６条 （略） 第２２条～第２６条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 
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戸田市国民健康保険税条例（第２条関係）新旧対照表（案） 


改正前 改正後(案） 


第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 


（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて２５,９００円とする。 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて３１,８００円とする。 


第５条～第２０条 （略） 第５条～第２０条 （略） 


（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す
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改正前 改正後(案） 


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１８，１３０円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて２２，２６０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 







7 
 


改正前 改正後(案） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１２，９５０円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１５,９００円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号


に該当する者を除く。） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号


に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ
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改正前 改正後(案） 


いて５，１８０円 いて６，３６０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


第２２条～第２６条 （略） 第２２条～第２６条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 


 附 則 


 （施行期日） 


 １ この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の


規定は令和５年４月１日から施行する。 


 （適用区分） 


 ２ 第１条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規


定は、令和４年度分の国民健康保険税について適用し、令和３


年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 


 ３ 第２条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規


定は、令和５年度以後の年度分の国民健康保険税について適用


し、令和４年度分までの国民健康保険税については、なお従前


の例による。 


 








議事案件２ 戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）について 


 


 


 


 


資料２ 


戸田市国民健康保険条例の一部を


改正する条例（案）について 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 


戸田市国民健康保険条例（昭和３９年条例第２７号）の一部を次のように改


正する。 


第６条第１項中「４０４,０００円」を「４０８,０００円」に改める。 


附 則 


 （施行期日） 


１ この条例は、令和４年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 


 （経過措置） 


２ 改正後の第６条第１項の規定は、施行日以後の出産に係る出産育児一時金


について適用し、施行日前の出産に係る出産育児一時金については、なお従


前の例による。 
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戸田市国民健康保険条例新旧対照表（案） 


 


健康福祉部保険年金課 


改正前 改正後(案） 


第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 


（出産育児一時金） （出産育児一時金） 


第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯


の世帯主に対し、出産育児一時金として産児１人について


４０４,０００円を支給する。ただし、健康保険法施行令（大正


１５年勅令第２４３号）第３６条各号のいずれにも該当すると


市長が認めるときは、４０４,０００円に３０,０００円を超え


ない範囲内で規則で定める額を加算した額を支給する。 


第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯


の世帯主に対し、出産育児一時金として産児１人について


４０８,０００円を支給する。ただし、健康保険法施行令（大正


１５年勅令第２４３号）第３６条各号のいずれにも該当すると


市長が認めるときは、４０８,０００円に３０,０００円を超え


ない範囲内で規則で定める額を加算した額を支給する。 


２ （略） ２ （略） 


第７条～第１６条 （略） 第７条～第１６条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 


    附 則 


 （施行期日） 


 １ この条例は、令和４年１月１日（以下「施行日」という。）


から施行する。 


  （経過措置） 


 ２ 改正後の第６条第１項の規定は、施行日以後の出産に係る出


産育児一時金について適用し、施行日前の出産に係る出産育児
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改正前 改正後(案） 


一時金については、なお従前の例による。 


 







議事案件３ 戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 


 


 


 


 


資料３ 


戸田市国民健康保険税条例の一部


を改正する条例（案）について 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案） 


(戸田市国民健康保険税条例の一部改正) 


第１条 戸田市国民健康保険税条例（昭和３８年条例第３８号）の一部を次の


ように改正する。 


第４条中「２０，０００円」を「２５，９００円」に改める。 


第２１条第１号ア中「１４，０００円」を「１８，１３０円」に改め、同


条第２号ア中「１０，０００円」を「１２，９５０円」に改め、同条第３号


ア中「４，０００円」を「５，１８０円」に改める。 


第２条 戸田市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 


第４条中「２５，９００円」を「３１，８００円」に改める。 


第２１条第１号ア中「１８，１３０円」を「２２，２６０円」に改め、同


条第２号ア中「１２，９５０円」を「１５，９００円」に改め、同条第３号


ア中「５，１８０円」を「６，３６０円」に改める。 


附 則 


（施行期日） 


１ この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の規定は令和５


年４月１日から施行する。 


（適用区分） 


２ 第１条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和４


年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保険


税については、なお従前の例による。 


３ 第２条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和５


年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国


民健康保険税については、なお従前の例による。 
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戸田市国民健康保険税条例（第１条関係）新旧対照表（案） 


 


健康福祉部保険年金課  


改正前 改正後(案） 


第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 


（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて２０,０００円とする。 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて２５,９００円とする。 


第５条～第２０条 （略） 第５条～第２０条 （略） 


（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す
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改正前 改正後(案） 


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保 ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保
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改正前 改正後(案） 


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１４，０００円 


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１８，１３０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１０，０００円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１２，９５０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号
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改正前 改正後(案） 


に該当する者を除く。） に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて４，０００円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて５，１８０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


第２２条～第２６条 （略） 第２２条～第２６条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







5 
 


戸田市国民健康保険税条例（第２条関係）新旧対照表（案） 


改正前 改正後(案） 


第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 


（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて２５,９００円とする。 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて３１,８００円とする。 


第５条～第２０条 （略） 第５条～第２０条 （略） 


（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す
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改正前 改正後(案） 


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１８，１３０円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて２２，２６０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 
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改正前 改正後(案） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１２，９５０円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１５,９００円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号


に該当する者を除く。） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号


に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ
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改正前 改正後(案） 


いて５，１８０円 いて６，３６０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


第２２条～第２６条 （略） 第２２条～第２６条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 


 附 則 


 （施行期日） 


 １ この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の


規定は令和５年４月１日から施行する。 


 （適用区分） 


 ２ 第１条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規


定は、令和４年度分の国民健康保険税について適用し、令和３


年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 


 ３ 第２条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規


定は、令和５年度以後の年度分の国民健康保険税について適用


し、令和４年度分までの国民健康保険税については、なお従前


の例による。 


 








議事案件１ 令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算(第１号)（案）について 
 


 
 
 
資料１ 


補正予算（第１号）（案）について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 











令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）


 


令和３年度戸田市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 


（歳入歳出予算の補正） 


第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５１，４４２千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，７０５，１９４千円とする。 


２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 


(案）




























資料１　補正予算書（案）







令和３年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）


 


令和３年度戸田市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 


（歳入歳出予算の補正） 


第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５１，４４２千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，７０５，１９４千円とする。 


２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 


(案）
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		119 R03-12月補正_議案書（交通）

		120交災1 第1表

		121交災2 歳入歳出事項別明細

		122交災3 歳入事項別明細

		123交災4 歳出事項別明細

		空白ページ



		125 1 R03-12月補正_議案書（海外）

		126海外1 第1表

		127海外2 歳入歳出事項別明細

		128海外3 歳入事項別明細

		129海外4 歳出事項別明細

		130海外５ 給与費明細

		131 R03-12月補正_議案書（火災）

		132火災1 第1表

		133火災2 歳入歳出事項別明細

		134火災3 歳入事項別明細

		135火災4 歳出事項別明細

		空白ページ



		137 R03-12月補正_議案書（新一）

		138新一1 第1表

		139新一1-2 2-4表

		140新一2 歳入歳出事項別明細

		141新一3 歳入事項別明細

		142-144新一4 歳出事項別明細

		145新一5 給与費明細書（アのみなので総括だけ）

		146新一6 給与費明細書（人事課作成分）

		147新一7 債務負担調書

		148新一8 地方債調書

		149 R03-12月補正_議案書（介護）

		150介護1 第1表

		151介護2 歳入歳出事項別明細

		152-153介護3 歳入事項別明細

		154-155介護4 歳出事項別明細

		空白ページ



		157 R03-12月補正_議案書（在介）

		158在介1 第1表

		159在介2 歳入歳出事項別明細

		160在介3 歳入事項別明細

		161-165在介4 歳出事項別明細

		166在介5 給与費明細書（アのみなので総括だけ）

		167在介6 給与費明細書（人事課作成分）










議事案件２ 戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）について 


 


 


 


 


資料２ 


戸田市国民健康保険条例の一部を


改正する条例（案）について 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 


戸田市国民健康保険条例（昭和３９年条例第２７号）の一部を次のように改


正する。 


第６条第１項中「４０４,０００円」を「４０８,０００円」に改める。 


附 則 


 （施行期日） 


１ この条例は、令和４年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 


 （経過措置） 


２ 改正後の第６条第１項の規定は、施行日以後の出産に係る出産育児一時金


について適用し、施行日前の出産に係る出産育児一時金については、なお従


前の例による。 
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戸田市国民健康保険条例新旧対照表（案） 


 


健康福祉部保険年金課 


改正前 改正後(案） 


第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 


（出産育児一時金） （出産育児一時金） 


第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯


の世帯主に対し、出産育児一時金として産児１人について


４０４,０００円を支給する。ただし、健康保険法施行令（大正


１５年勅令第２４３号）第３６条各号のいずれにも該当すると


市長が認めるときは、４０４,０００円に３０,０００円を超え


ない範囲内で規則で定める額を加算した額を支給する。 


第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯


の世帯主に対し、出産育児一時金として産児１人について


４０８,０００円を支給する。ただし、健康保険法施行令（大正


１５年勅令第２４３号）第３６条各号のいずれにも該当すると


市長が認めるときは、４０８,０００円に３０,０００円を超え


ない範囲内で規則で定める額を加算した額を支給する。 


２ （略） ２ （略） 


第７条～第１６条 （略） 第７条～第１６条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 


    附 則 


 （施行期日） 


 １ この条例は、令和４年１月１日（以下「施行日」という。）


から施行する。 


  （経過措置） 


 ２ 改正後の第６条第１項の規定は、施行日以後の出産に係る出


産育児一時金について適用し、施行日前の出産に係る出産育児
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改正前 改正後(案） 


一時金については、なお従前の例による。 


 







議事案件３ 戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 


 


 


 


 


資料３ 


戸田市国民健康保険税条例の一部


を改正する条例（案）について 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案） 


(戸田市国民健康保険税条例の一部改正) 


第１条 戸田市国民健康保険税条例（昭和３８年条例第３８号）の一部を次の


ように改正する。 


第４条中「２０，０００円」を「２５，９００円」に改める。 


第２１条第１号ア中「１４，０００円」を「１８，１３０円」に改め、同


条第２号ア中「１０，０００円」を「１２，９５０円」に改め、同条第３号


ア中「４，０００円」を「５，１８０円」に改める。 


第２条 戸田市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 


第４条中「２５，９００円」を「３１，８００円」に改める。 


第２１条第１号ア中「１８，１３０円」を「２２，２６０円」に改め、同


条第２号ア中「１２，９５０円」を「１５，９００円」に改め、同条第３号


ア中「５，１８０円」を「６，３６０円」に改める。 


附 則 


（施行期日） 


１ この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の規定は令和５


年４月１日から施行する。 


（適用区分） 


２ 第１条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和４


年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保険


税については、なお従前の例による。 


３ 第２条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和５


年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国


民健康保険税については、なお従前の例による。 
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戸田市国民健康保険税条例（第１条関係）新旧対照表（案） 


 


健康福祉部保険年金課  


改正前 改正後(案） 


第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 


（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて２０,０００円とする。 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて２５,９００円とする。 


第５条～第２０条 （略） 第５条～第２０条 （略） 


（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す
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改正前 改正後(案） 


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保 ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保
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改正前 改正後(案） 


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１４，０００円 


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１８，１３０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１０，０００円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１２，９５０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号
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改正前 改正後(案） 


に該当する者を除く。） に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて４，０００円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて５，１８０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


第２２条～第２６条 （略） 第２２条～第２６条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 
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戸田市国民健康保険税条例（第２条関係）新旧対照表（案） 


改正前 改正後(案） 


第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 


（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて２５,９００円とする。 


第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ


いて３１,８００円とする。 


第５条～第２０条 （略） 第５条～第２０条 （略） 


（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す







6 
 


改正前 改正後(案） 


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１８，１３０円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて２２，２６０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 
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改正前 改正後(案） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき


２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前号に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１２，９５０円 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


いて１５,９００円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号


に該当する者を除く。） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万


円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号


に該当する者を除く。） 


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ


ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保


険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ
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改正前 改正後(案） 


いて５，１８０円 いて６，３６０円 


イ・ウ （略） イ・ウ （略） 


第２２条～第２６条 （略） 第２２条～第２６条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 


 附 則 


 （施行期日） 


 １ この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の


規定は令和５年４月１日から施行する。 


 （適用区分） 


 ２ 第１条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規


定は、令和４年度分の国民健康保険税について適用し、令和３


年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 


 ３ 第２条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規


定は、令和５年度以後の年度分の国民健康保険税について適用


し、令和４年度分までの国民健康保険税については、なお従前


の例による。 


 





